
（公財）滋賀県産業支援プラザ

連携推進部 CO2ネットゼロ支援課
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１．省エネ・再エネ等推進加速化事業

2

省エネ診断支援事業

省エネ・再エネ設備等導入加速化補助金

促進区域内再エネ導入促進補助金

・脱炭素経営支援事業
・中小企業版SBT認定取得支援補助金

３．次世代自動車普及促進事業

２．びわ湖ｶｰﾎﾞﾝｸﾚｼﾞｯﾄ普及促進事業
LED照明への
更新のみ対象

滋賀県産業支援プラザ 連携推進部 CO2ネットゼロ支援課の事業

省エネ診断支援事業

省エネ・再エネ設備等導入加速化補助金

促進区域内再エネ導入促進補助金（6月末以降に公開予定）

・脱炭素経営支援事業
・中小企業版SBT認定取得支援補助金

３．次世代自動車普及促進事業



説明内容
（１）省エネ診断支援事業
（２）省エネ・再エネ等設備導入加速化補助金
（３）促進区域内再エネ促進事業補助金
（４）次世代自動車普及促進事業補助金（事業者向け）
（５）脱炭素経営支援事業

中小企業版SBT認定取得支援補助金
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令和８年度
省エネ診断支援事業

要領、様式などは下記URLにて参照ください
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申込
専門家

派遣
診断 報告会

経営判断

計画立案
各種活動

◆省エネ診断事業の目的
• 2050年CO₂ネットゼロ社会の実現

・計画的な節電、省エネの支援

・省エネ専門家からの適切な診断・助言による問題解決

・県内中小企業者等のさらなる発展・成長を後押し

具体的には、
事業所・工場のエネルギー使用状況（CO₂排出量）を分析・把握し、
省エネ専門家からのアドバイスを基に計画的な改善・適切な設備投資を行い、
さらなる競争力の向上や付加価値の増加を図る、
県内経営者のお手伝い。 ⇒更新を予定する一部設備のみならず総合的な診断を行います。

〈省エネ診断の流れ〉
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【提出書類（メールにて）：事業者→プラザ】※HPよりダウンロード
 ①専門家派遣要請書（専門家用） or 省エネ診断助成金交付申請書（専門機関用）（様式第1）
 ②省エネ診断 事前アンケート等（様式第１別紙）
 ③省エネ診断支援専門家派遣事業にかかる同意書（様式第２）
 ④エネルギー使用状況（使用量）（様式第３-１）
⑤エネルギー使用状況（設備）（様式第３-２）

 ⑥ CO２ネットゼロに取り組む宣言書（様式第4)

省エネ診断
（2-4回※資料作成等含）
→報告会

審査→ 助成金の額の確定

支援プラザ登録専門家 専門機関

【メール：プラザ→事業者】
 省エネ診断・専門家派遣の
 実施通知について
（様式第6）

【メール：事業者→プラザ】
省エネ診断実施に関する
アンケート（様式第12）
※報告会完了後、プラザからメールに
て送付致します。

専門機関

プラザ担当から電話確認

【メール：プラザ→事業者】
 自己負担額分に対する助成金の交
付決定について（様式第8）

【申込：事業者→専門機関】
ＨＰまたは電話にて申込

（ 連絡 ）

（必要な手続）→省エネ診断→報告会

【メール（または郵送）：事業者→プラザ】
（報告会完了後速やかに）
 ①省エネ診断実施に関するｱﾝｹｰﾄ（様式第12）
 ②省エネ診断報告書（写し）
 ③支払い証拠書類（写し）
 ④省エネ診断助成金交付請求書（様式第１４）

支払い省エネ診断完了

申込後

概ね4～８週間

提出後

概ね１か月

電話確認から通
知まで

概ね１週間

申込後

概ね4週間

【メール・電話：事業者 専門家】
 省エネ診断の実施日などについて相談

省エネ診断の流れ
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診断申込先：
shindan2026@shigaplaza.or.jpまで

mailto:shindan2025@shigaplaza.or.jp


省エネ診断の事例 出典：一般社団法人：省エネルギーセンター2026年資料
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省エネ診断の事例 出典：令和6年度省エネ診断事例より
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ほのぼのさんの内容に変更



省エネ診断を受診する前に

お使いの全エネルギーの使用量（１年間）と現有設備を調べておくことが必要です

9



令和８年度
省エネ・再エネ等設備導入加速化補助金

要領、様式,手引きなどは下記URLにて参照ください
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補助金の目的
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補助金申請フロー
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確定
検査

診断申込
事前確認

診断者
派遣

初回
調査

報告会

数回

実績報告
交付請求

発注補助金
支払

効果
測定
報告

完了
or

返納指示

「省エネ診断」 「省エネ・再エネ設備導入補助金」

交付決定通知書
不交付決定通知書

事業中止（廃止）承認申請書

・実績報告（兼交付
請求）書
・財産管理台帳
・工事証明書
・支出証明書類 等

書類審査及び現地審査

事業所・実績公表

申請後、30日以内に
交付・不交付通知

謝金支
払い

・事業効果報告書
・電気使用量証明 等

財産処分承認申請書

交付
申請

交付
審査

交付
決定

帳簿及び証拠書類

取得財産等管理台帳
による財産管理

概ね1か月

・省エネセンター
・国の登録診断機関

※自己負担金１割程度
発生後、プラザが補填

・専門家（無料）

工事着工・完工

＊再エネの場合、省エネ診断は実
績報告時までに完了でも可

確定
通知

送金
（確定後20日以内を目途）

・交付申請書
・事業計画書
・見積書
・配置図・写真
・びわ湖ｶｰﾎﾞﾝ関連書類
（LEDのみ）
・その他証明書類 等

実績報告提出後30日以内 工事完工後30日以内

事業計画変更承認申請書

決裁

決裁

確定通知書

60日以内
回答に

必要に応じ

耐用年数
まで

耐用年数
まで

12/10まで

2/10までR10/6/30ま
で

3月最終支払日
まで

事業者が実行

プラザが実行

交付決定後
に発注！

省エネ・再エネ効果の管理 設備設置工事
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LED照明の場合は、2030
年まで毎年びわ湖ｶｰﾎﾞﾝｸﾚ

ｼﾞｯﾄの報告が必要



補助金の額
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1.省エネ設備
照明設備や空調設備等、設備の更新・導入に対して金額補助します

補助率：1/3以内（上限２００万円） ＊1GJあたり１万円が限度

2.再エネ設備
発電設備等、設備の導入に対して補助します

補助率：1/3以内（上限額 対象設備により10万円～210万円）

※指定避難所となる事業所は補助率等を優遇します
補助率：1/2以内（上限額 対象設備により75万円～300万円）

＊「指定避難所」とは、耐震性を有し、かつ、災害対策基本法の
規定に基づき、地域の避難所として（文書）で指定された施設
を指します
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補助対象設備
補助限度額

中小企業者等（1/3以内） 指定避難所（1/2以内）

省
エ
ネ

設
備

省エネ診断において助言、提案を受けた省エネ対策につ
ながる設備の整備

200万円
ただし、エネルギー削減量１ＧＪ当たり１万円を超えな
い範囲とする。

再
エ
ネ
設
備
等

発
電
設
備

太陽光発電
発電出力1KWあたり４万円を乗じて得た額

（上限120万円）

太陽光発電＋蓄電池
発電出力１kWあたり７万円を乗じて得た額

（上限210万円）
発電出力１kWあたり10万円を乗じて得た額

（上限300万円）

風力発電 100万円 150万円

小水力発電
200万円 300万円

バイオマス発電

熱
利
用
設
備

太陽熱利用 200万円 300万円

バイオマス熱利用 200万円 300万円

地中熱利用 200万円 300万円

下水熱利用 200万円 300万円

その他熱利用 100万円 150万円

燃
料

製
造

設
備

バイオマス
燃料製造

100万円 150万円

エ
ネ
ル
ギ
ー

利
用
設
備

ガスコージェネレーション 200万円 300万円

燃料電池 200万円 300万円

蓄電池
蓄電容量１kWhあたり５万円を乗じて得た額

（上限50万円）
蓄電容量１kWhあたり７万円を乗じて得た額

（上限75万円）

次世代自動車＋Ｖ２Ｈ 100万円

V2H単体 10万円
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熱量（GJ） 熱量（GJ） 熱量（GJ）

Ａ Ｂ（Ａ－Ｃ） Ｃ

kL 0.00 0.00 0.00 0.00

kL 0.00 0.00 0.00 0.00

kL 0.00 0.00 0.00 0.00

kL 0.00 0.00 0.00 0.00

kL 1.20 43.80 1.20 43.80 0.00

kL 0.00 0.00 0.00 0.00

kL 0.00 0.00 0.00 0.00

kL 0.00 0.00 0.00 0.00

t 0.00 0.00 0.00 0.00

t 0.00 0.00 0.00 0.00

t 0.00 0.00 0.00 0.00

千m
3 0.20 21.88 0.20 21.88 0.00

石油系炭化水素ガス 千m
3 0.00 0.00 0.00 0.00

液化天然ガス（LＮG） t 0.00 0.00 0.00 0.00

その他可燃性天然ガス 千m
3 0.00 0.00 0.00 0.00

t 0.00 0.00 0.00 0.00

t 0.00 0.00 0.00 0.00

t 0.00 0.00 0.00 0.00

t 0.00 0.00 0.00 0.00

t 0.00 0.00 0.00 0.00

t 0.00 0.00 0.00 0.00

t 0.00 0.00 0.00 0.00

t 0.00 0.00 0.00 0.00

千m3 0.00 0.00 0.00 0.00

千m
3 0.00 0.00 0.00 0.00

千m
3 0.00 0.00 0.00 0.00

千m3 0.00 0.00 0.00 0.00

その他 の燃料 都市ガス 千m
3 0.00 0.00 0.00 0.00

GJ 0.00 0.00 0.00 0.00

GJ 0.00 0.00 0.00 0.00

GJ 0.00 0.00 0.00 0.00

GJ 0.00 0.00 0.00 0.00

GJ 65.68 65.68 0.00

千kWh 15.23 131.59 13.45 116.21 1.78 15.38

197.27 181.89 15.38

補助事業実施後の
エネルギー使用予定量

数値 数値

エネルギーの種類 単位

補助事業実施前の
エネルギー使用量

補助事業による
エネルギー使用削減量

数値

B・C重油

石油アスファルト

石油コークス

原油のうちコンデンセート（NGL）

揮発油(ガソリン）

ナフサ

灯油

石油ガス
液化石油ガス（LPG）

可燃性
天然ガス

国産一般炭

輸入無煙炭

輸入原料炭

コークス用原料炭

吹込用原料炭

燃
料
　
お
よ
び
　

熱

原油（コンデンセートを除く。）

軽油

高炉ガス

発電用高炉ガス

転炉ガス

産業用蒸気

産業用以外の蒸気

温水

冷水

合計　ＧＪ

A重油

電気以外計

電気

石炭コークス

コールタール

コークス炉ガス

輸入一般炭

補助金額の算定例１
（省エネ時削減量の記入）

・事業所として1年間で使用した各
エネルギー量を記載する
・省エネ診断時に準備いただいてい
るもので可
事例では灯油、LPG、電気を使用
・各エネルギーの指定の単位で記入
すること

・省エネ診断の結果を基に、設備導
入したことによる、削減エネルギー量を
記載
・導入した設備の影響を受けなければ、
何も記入しない、もしくはゼロを記入

ここに合計削減量（単位：GJ）が
算出される

※申請や報告時の記載方法については省エネ・再エネ等設備導入加速化補助金のWebページに掲載しております記入例を参照ください 18

■　削減効果（省エネ計算：全体）

提案６ 照明設備のLED化更新

照明リストの通りLED化すると、

削減電力量は、12350 [kWh]現状 －10727.4 [kWh]LED消費電力 ＝1622.6 [kWh]

熱量換算削減量は、1622.6 [kWh] × 8.64 [GJ/千kWh] ／ 1,000 ＝ 14.02 [GJ]

熱量換算削減率は、14.02 [GJ] ／ 197.27 [GJ] × 100 ＝7.1 [%]

原油換算削減量は、14.02 [GJ] × 0.0258 [kL/GJ] ＝0.36 [kL]

CO2排出量削減量は、

　1622.6 [kWh/年] × 0.360 [ｔ-CO2/千kWh] ／ 1,000 ＝ 0.58 [ｔ-CO2/年]

削減額は、1622.6 [kWh] × 29.89 [円/kWh] ＝ 48.5 [千円/年]

省エネ診断での記載例

合計1780kWh=1.78千kWh



５　補助金額の算出について

153,000円

②

③

960,000円

153,000円

金額

補助金額 (①～③のうち最も額が低いもの)

削減量による金額（千円未満切り捨て）

補助対象経費の１／３（千円未満切り捨て）

補助上限額

①

2,000,000円

(Ａ) GJ

(Ｂ) GJ

(Ｂ)/(Ａ) ％

補助事業実施前のエネルギー使用量 197.27

補助事業による削減量 15.38

３ 事業の効果等について

削減率 7.79

1,520,000万円

発電量による金額（千円未満切り捨て）

(３ の発電出力) (設備に応じた係数)

38.00

③ 補助上限額 1,200,000

太陽光発電設備(単独)

補助対象経費の１／３（千円未満切り捨て）
＊ただし指定避難所の場合は補助対象経費の１／２

1,246,000

1,200,000

②

④ 補助金額 (①～③のうち最も額が低いもの)

５　補助金額の算出について

〇

kW　× 4①

区分

補助金額の算定例２

省エネの場合（省エネ事業計画書にて算定） 再エネ（太陽光発電単体）の場合

①削減量 15.38GJ×1万円/GJ＝158,000円
②工事費 補助対象2,882,000円×1/3=960,000円
③上限 2,000,000円

①発電量 38kW×4万円/kW（太陽光単独）=1,520,000円
②工事費 補助対象3,740,000円×1/3＝1,246,000円
③上限 1,200,000円（太陽光単体の場合）

参考：代表的エネルギーの年間使用量と熱量（GJ）
電気・・・年間12000kWh使用（1000kWh/月相当）→104GJ/年
灯油・・・年間1200ℓ使用（100ℓ/月相当）→44GJ/年
LPG・・・年間120㎥使用（10㎥/月相当）→13GJ/年

19

100GJ以上 or 
5％以上の削減 8,000

％8,000 ／ 13,140 × 100 ＝ 60

琵琶湖商事第二ビル　大津市打出浜２－１

発 生 電 力 の 自 家 消 費 量 （ Ｂ ）

（５）発電電力の自家消費率　（Ｂ）/（Ａ）

9,000

10kVA

（４）発生電力の利用設備および用途等

利用施設の年間電力消費量契約 容量

発生電力の利用施設の名称および住所

　　　　利用施設の年間電力消費量
※既設の太陽光発電などがある場合それらの年間電力
量も合計すること

ｋＷｈ／年
※根拠資料を添付

施設内電気設備

ｋＷｈ／年

発 生 電 力 の 用 途

3600kWh以上かつ50％以
自家消費が必要



参考：配置図

配置図にて
・設置場所名称

（他の資料でも統一）
・設備型式
・設備台数
が把握できること

設置場所の使用目的がわかること（事務所、工場、会議室、トイレ、外灯など）

・・・他の資料でも設置場所呼び名も統一してください

記号 設備 仕様 型式

A 蛍光灯 20W×2 ○○○-○○

B 蛍光灯 20W×3 □□□-□□ ・どこに、どの設備が設置されるのかがわかるように、このような一覧も付ける

C 蛍光灯 40W △△△-△△ ・各使用場所ごとに写真も必要

D 室内機 2.5kW ◇◇◇◇◇-◇ （照明は点灯状態にて。１台ごとではなく、まとめて撮影で可）

F 室外機 2.5kW ×××××-×

記号 設備 仕様 型式

a LED ●●●-●●

b LED ■■■-■■

c LED ▲▲▲-▲▲

d 室内機 2.5kW ◆◆◆◆◆-◆

e 室外機 2.5kW ▼▼▼▼▼-▼

事務所

更新前（現状）

A A A A

AAAA

B B

C C C

C C C

CCC

成型工場
D

F

事務所

更新後

a
c

成型工場
d

f

a a a

aaaa

bb

c c

c

ccc

cc

写真3

写真1

写真2

写真4

写真5
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参考：写真資料作成例
写真1 事務所A-① 写真3 事務所A室内機

写真４ 事務所A室外機

写真2 成型工場B

どこに設置した、何
の設備かわかること

・基本すべての設備の写真が
必要
・照明多い場合でも、全ての設
備が写っていること。広いエリア
であれば分割などする。
・同じ照明を設置しているエリア
で、すべての設備写真をに撮
影できない場合でも70～
80％の設備が撮影されている
こと。
・設備設置が認識できるレベル
の写真であり、照明の場合は
点灯状態であること
・照明以外の設備は定格銘板
など設備型番がわかる写真も
必要

現状の設備が存在しない場合は、設備ごとに設置予定場所の写真を提出ください 21

写真5 パワコン定格銘板 写真6 太陽光パネル

パネルの枚数が確認できる写
真であること

※太陽光パネルはパネル裏側などにある型番の写真も
必要



御見積書

件名：○○株式会社様太陽光発電設置工事 発行日：令和7年5月14日

受渡期日 お打ち合わせによる △△△株式会社

受渡場所 現場据付渡し 大津市打出浜２－１

有効期限 30日 TEL：077-511-1424

FAX：077-511-1418

お見積金額 （税別価格） 担当 認可

品名 仕様 数量 単価 金額

機器費 1式 3,439,000 3,439,000

（内訳）

太陽光モジュール AAA 50式 50,000 2,500,000

パワーコンディショナー BBB-12 2式 184,000 368,000

パワーコンディショナー

（自立運転機能有）
BBB-24 1式 225,000 225,000

パワーコンデキショナーBBB-24

値引き
BBB-24 1式 -17,000 -17,000

ケーブル 1式 50,000 50,000

設置用架台 CCC 50式 5,000 250,000

交流集電盤 DDD 1式 63,000 63,000

太陽電池モジュール取付工事 1式 467,000 467,000

（内訳）

太陽光モジュール取付費 1式 165,000 165,000

架台取付費 1式 150,000 150,000

荷揚費 1式 152,000 152,000

電気配線工事費 1式 1,710,000 1,710,000

（内訳）

機器取付費（パワコン、集電盤） 1式 733,000 733,000

電線配管配線工事 1式 807,000 807,000

PVケーブル配線工事 1式 29,000 29,000

高圧受電盤改修工事 1式 117,000 117,000

接地工事 1式 13,000 13,000

通信配線工事 1式 11,000 11,000

足場設置工事費 1式 200,000 200,000

（内訳）

昇降用足場設置費 1式 200,000 200,000

その他費用 1式 583,000 583,000

（内訳）

現場管理費 1式 300,000 300,000

工事消耗材費用 1式 283,000 283,000

合計 6,399,000

¥6,399,000

山田 佐藤

参考：見積書記載例

見積書における主な注意点
1．申請日時点で有効期限内であること
2．値引きは記載不要であるが、記載するならどの項目の値引き
であるかがわかること
3．補助対象経費と補助対象外経費が区別できるように、各費
用の明細が記載してあること

御見積書

件名：○○株式会社様太陽光発電設置工事 発行日：令和7年5月14日

受渡期日 お打ち合わせによる △△△株式会社

受渡場所 現場据付渡し 大津市打出浜２－１

有効期限 30日 TEL：077-511-1424

FAX：077-511-1418

お見積金額 （税別価格） 担当 認可

品名 仕様 数量 単価 金額

機器費 1式 3,456,000 3,456,000

太陽電池モジュール取付工事 1式 467,000 467,000

電気配線工事費 1式 1,710,000 1,710,000

足場設置工事費 1式 200,000 200,000

その他費用 1式 583,000 583,000

値引き 1式 -17,000 -17,000

合計 6,399,000

¥6,399,000

山田 佐藤

どの項目に対する
値引きかがわから
ない

申請日にて有効
期限内であること

明細の記載がない

値引きはパワーコンディショ
ナーBBB-24に対する値引
きであることを明示

各明細を記載

22



対象事業者
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補助対象事業者

1.中小企業者等であり、県内に事業所等を有する法人（PPA事業者及びリース事業者
の場合は、需要家を指す）。個人事業主も含む。
＊みなし大企業は対象外

2.県税に滞納がない及び事業活動において関係法令等に基づく許認可等の必要な
手続きを完了している

3.事業者又は役員等が暴力団と社会的に非難される関わりを持っていない

4.エネルギー使用量（原油換算）が1500KL未満等の事業者

（＊再エネ設備のみ導入する場合はこの限りではない）

5.過去に滋賀県から省エネ設備等に関する補助金交付を受けた事業者の場合は、交付を
受けた年度の翌年度から起算して３年を経過している事業者

（＊再エネ設備であれば上記制限はない）

24



区 分 資本金の額等 常時使用する従業員

製造業、建設業、運輸業その他の業種 ３億円以下 ３００人以下

卸売業 １億円以下 １００人以下

サービス業 ５千万円以下 １００人以下

小売業 ５千万円以下 ５０人以下

ゴム製品製造業 ３億円以下 ９００人以下

ソフトウェア業または情報処理サービス業 ３億円以下 ３００人以下

旅館業 ５千万円以下 ２００人以下

組合等、社会福祉法人、特定非営利活動法人、
医業、その他法人格を有する民間事業者

１０億円以下 ２，０００人以下

※ただし、以下の中小企業者等（みなし大企業）は対象から除きます。
(1) 発行済株式の総数または出資価額の総額の１／２以上を同一の大企業が所有している中小企業者
(2) 発行済株式の総数または出資価額の総額の２／３以上を大企業が所有している中小企業者
(3) 大企業の役員または職員を兼務する者が役員総数の１／２以上を占めている中小企業者

【参考】「中小企業者等」（中小企業経営強化法第２条第２項に規定する中小企業者等ほか）
＊資本金の額又は従業員数

25



補助対象事業
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補助対象事業

1.設備の導入に要した経費の内、本工事費・付帯工事費・設備費とし、消費税
及び地方消費税、処分費・設計費等は対象外とする

2.エネルギー管理士等、有資格者による事業所全体の省エネ診断において助言、提案を受け
た省エネ対策につながる設備。但し、次の場合はその限りではない

・再エネ設備においては、新規開業等省エネ診断が出来ない場合は診断不要
・太陽光発電設備におけるファイナンスリリース・PPA需要家は診断不要

3.以下の設備は対象外とする
①生産設備及び事務用機器
②資産計上できない設備、容易に可搬できる設備等（詳細はQ＆A参照）

4.交付決定通知前において事業未着手（発注未）である

5.補助対象設備毎に、補助対象経費の総額が30万円以上である

27



補助要件のポイント

28



省エネ設備 再エネ設備

省エネ設備は、次の何れかを満たすこと
①対象事業所全体の過去１年間のエネル
ギー使用量に比べて5％以上の削減が見込ま
れること
②対象事業所全体で年間100GJ以上のエネ
ルギー使用量の削減が見込まれること

＊省エネ量算定資料
①診断報告書
②エネルギーごとのｴﾈﾙｷﾞｰ計算ﾃﾞｰﾀ・月別請求書
③エネルギー換算表（①や②を反映）

太陽光発電設備等、補助金の交付を受けた
発電設備で、発電した電力は年間
3600KWｈ以上且、50％以上の電力を自
家消費すること

＊発電量算定添付
①年間想定発電電力量
②自家消費電力量
③年間購入電力量のエビデンス（毎月の請求書もしく

は省エネ診断申込書の算定結果など）

＜共通＞
①補助対象設備の発注（契約）の事業者及び施工を行う事業者は、県内の本社又

は支店等の事業所を有する事業者であること。（ファイナンスリースおよびＰＰＡは除く）

②当年度内に補助金の交付を受ける事が出来る設備は、1事業者あたり補助対象
設備の何れか一つとする。但し、次の設備の組み合わせはこの限りではない。

29



設備 補助限度額

省エネ設備 ／ 太陽光発電＋蓄電池 200万＋210万＝410万

省エネ設備 ／ 太陽光発電 200万+120万＝220万

太陽光発電+蓄電池 ／ V2H 210万+10万＝220万

太陽光発電 ／ V2H 120万+10万＝130万

複数設備導入の組合せと補助限度額

30



活用事例
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補助金活用事例１ 省エネ診断～LED照明導入
合計57台のLED照明を導入するにあた
り補助金として100万円を交付申請。
うち27台は高輝度高天井LED照明（従
来の水銀灯に替わるタイプ）を導入。

省エネ診断を受診し、LED照明器具更新事業を申請

交付申請時の
削減目論見

補助金計算 補助金額
削減結果

（効果報告）

導入前使用量
削減予定量
削減率

補助対象経費の
1/3（税別）

削減熱量 上限
左の計算から最も

低い額
削減熱量

61,508kWh
18,730kWh
30.3％削減

4,120,000円
/3

＝1,618,000円

18,730kWh=
161.8GJ

161.8×1万円
＝1,618,000円

1,000,000円 1,000,000円
22,525kWh
＝194.6GJ
36.5％削減

出典：令和6年度補助金活用事例
申請・計画

結果・効果

32

従量電灯も低圧電力も大きな削減を実現

型番
１本あたりの
消費電力（W）

本数
（本）

ECF4040W/NSAN8/W + FA24/W 44 3

LEKT57S901N-LD9 56 4

EXIL1011SA9-16-G 8 1

MY-L420330/N AHTN 14 1

MY-L420330/N AHTN 14 2

ESD08122/N/SAN2 80 20

MY-B440335/N AHTN 25 11

MY-BK440335C/N AHTN 27 1

LGW51714W CF1 8 1

EL-D04/3(062NM) AHN 4 3

EL-D04/3(062NM) AHN 4 1

EL-D04/3(062NM) AHN 4 2

EL-D04/3(062NM) AHN 4 1

MY-V440331/N AHTN 25 4

MY-V208231/N　AHTN 6 2

・計画以上の電気使用量削減
を達成（30％→37％）
・年間約92万円のコスト削減
・約3.7年で投資回収



補助金活用事例２ 太陽光発電設備導入

交付申請時の
発電目論見

補助金計算 補助金額
発電結果

（効果報告）

発電量
自家消費量
自家消費率

補助対象経費の
1/3（税別）

発電容量 上限
左の計算から最も

低い額

発電量
自家消費量
自家消費率

96,214kWh
76,009kWh

79％

22,558,000円
/3

＝7,519,000円

74.85kW×4万円
＝2,994,000円

1,200,000円 1,200,000円
78,445kWh
75,298kWh

96％

出典：令和6年度補助金活用事例

県内の3事業所にそれぞれ太陽光発電を設置
・太陽光パネル 合計89kW
・パワーコンディショナー 合計6台 74.85kWh
を導入する事業計画を立案し、1,200,000円の補助金を申請

太陽光発電を導入することで、従来の購入電力量を8.5万kWh/年
（▼26％）減らすことができた。電気料金を年間約200万円削減できる

①計画相当の自家消費量を達成
②約10.7年で投資回収が可能

申請・計画

結果・効果

33

　

％

年 間 想 定 発 電 電 力 量 （ Ａ ）
ｋＷｈ／年
※根拠資料を添付

ｋＷｈ／年

発 生 電 力 の 用 途

利 用 施 設 の 年 間 電 力 消 費 量

96,214

14.9

発電用途：空調(動力)、自立運転対象：端末機器

（３）発電電力量と経済性

ｋＷｈ／年
※根拠資料を添付

76,041 ／ 96,214 × 100 ＝ 79 ％

76,041発 生 電 力 の 自 家 消 費 量 （ Ｂ ）

（５）発電電力の自家消費率　（Ｂ）/（Ａ）

320,671

（４）発生電力の利用設備および用途等

利用施設の年間電力消費量契約 容量

発生電力の利用施設の名称および住所

設備利用率(太陽光、風力、小水力のみ)



令和８年度の主な変更点
・補助対象経費が60万円を下回る事業は補助対象としない → 30万円に変更

・省エネ設備の補助上限額100万円 → 200万円に上限変更

・過去に滋賀県の省エネ補助金を受けた場合は申請不可 → 交付を受けた翌年度を起算として3年が経過して
いれば申請可能（今年度であれば令和4年度以前に交付を受けた場合は申請可）

・過去に滋賀県の省エネ再エネ補助金を受けて導入した設備は対象外 → 耐用年数を経過した場合は更新可

・市町からの補助金は併用可 → 市町からの補助金は併用可であるが、補助対象経費からその分を差し引く

・設備の帳簿類は5年間保管 → 耐用年数期間は保管

・省エネ設備は国との併用不可 → 併用可。ただし補助対象経費からその分を差し引く

・補助金の送金先は申請書に記載 → 銀行名、支店、口座番号、口座名義が証明できるものも提出

・写真はすべての設備が撮影されており、存在が確認できるものであること（複数台を１枚の写真でも可）

・照明以外の設備は定格銘板など型番が確認できる写真も添付必要

・赤字 主な変更点
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令和８年度における注意ポイント

・必要書類の不足、記載事項の漏れがある場合は審査せず、他の申請や報告を優先します

・工事の発注先・施工者は滋賀県内の事業者であること
＊ただし滋賀県内に工事可能な事業者がない場合や、ファイナンスリース・PPAは除く

・提出時点ですべての見積書は有効期限内の見積書であること（採用予定外の見積書も）

・支出証明書類の写しは振込証明書。現金払い（領収書）は不可。手数料は発注者負担

・納税証明書については、「県税に未納がないことの証明」を提出

・申請者はかならず申請・報告書類を確認し、提出最終版は保管しておくこと

・効果報告において、削減量や自家消費率が要件を満たしていないや、目論見とのギャップが大きい場合、分
析を十分に実施のこと。そのためには常日頃からのエネルギー使用量や発電量の把握が必要
（行動計画書や行動報告書に掲載がある定期確認の実施など：次ページ参照）

・青字 注意点
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行動報告書例（計画書は交付申請時、報告書は実績報告資料の一部）

36

様式第６号別紙３

　１　取組の推進体制整備

　２　エネルギー使用状況の把握

実施済
実施済

実績報告

その他

実施済
実施済

その他

取組項目
イ　設備ごとに詳細に把握
エ　主要設備の使用状況の把握

作成日： 2026/12/15

実施済

ＣＯ２ネットゼロに向けた行動報告書

取組項目 実績報告
ア　ＣＯ₂ネットゼロに向けた方針等の策定
イ　省エネルギー担当者の配置
カ　事業所内会議・研修会等で報告

右の記載例を参考に、自社で取り組んだ結果を記載ください
（「効果なく実施しないと判断」や開始時期の変更あれば記載）

このような項目を定期的に実施していると、
省エネ状況や省エネ効果の発揮度合がわかります

必ず正しい実績を記載ください。



※滋賀県のホームページより
https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/kurashi/zeikin/337095.html 納税証明書例

参考資料：納税証明書
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交付の判断基準

原則として、審査可能な案件を到着順に審査し交付を判断します。
また、債務超過で経営の改善が見込まれない等、事業計画の遂行
に支障が認められる場合は、不交付となる場合があります。
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書類送付先・お問い合わせ方法について

＊お問い合わせ後3営業日を超えて産業支援プラザ
より回答が無かった場合は、お手数ですが以下連絡先へ
電話にてお問合せ下さい

送付先 ：申請書や別添資料は、電子メールで送付ください。
（申請書はWebにも掲載している記入例を参考にして記載ください）

＊メール送信が難しい場合は産業支援プラザに相談ください

Q＆A : 原則、電子メールでのお問い合わせ並びに回答とさせて頂きます

メールアドレス： kasokuka2026@shigaplaza.or.jp

なおメール送信できないような大容量ファイルがあれば、産業支援プラザに連絡ください。

077－511－1424 CO2ネットゼロ支援課
39
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令和８年度
促進区域内再エネ導入促進事業
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※７月上旬に公開予定のホームページ資料にて詳細はご確認ください



背景
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CO₂ネットゼロ社会づくり審議会資料より
令和５年（２０２３年)8月28日

「促進区域」内で、太陽光発電設備や蓄電池を導入する場合に、
「省エネ・再エネ等設備導入加速化補助金」の補助金よりも額などを優遇しています
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促進区域

令和8年4月末での県内促進区域設定状況（今年度から長浜市が追加となりました）

※設置予定の場所が促進区域であるかどうかは、各市町にお問い合わせください

国や県が制定した配慮基準に基づき、各市町村が再生可能エネルギー設備の設置に適している場所として設
定する区域のことです。
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米原市の例 草津市の例



44

補助について（予定）

補助対象設備 補助額 上限

太陽光発電設備
出力（kW）× 5万円／kW
*出力値はパネルとパワコンの低い方

500万円

太陽光発電設備
＋蓄電池

太陽光発電：出力（kW）×5万円／kW
蓄電池：畜電池価格（円／kWh）と下記価格＊のいずれか低い額 × １／３
× 蓄電容量（kWh） ・・・ 蓄電池価格は補助対象経費から算定
＊家庭用（4800Ah・セル未満）：15.5万円／kWh

業務用（4800Ah・セル以上）：19万円／kWh

500万円

１．補助金額

２．補助対象者 （大企業や法人格のない個人事業者も補助対象となります）

（１）滋賀県内の促進区域に事業所がある事業者
（２）ファイナンスリースまたはオンサイトＰＰＡにより、（１）の事業所に太陽光設備等を設置する事業者

３．締切
対象 締切日 注意事項

交付申請 令和８年１２月１０日（木） １７：００まで 締切までに提出書類不足や記入
漏れがない状態であること実績報告 令和９年２月１０日（水） １７：００まで

※各提出書類（様式、添付書類）は、省エネ・再エネ等設備導入加速化補助金とは違っておりますので、今後公開します要領や手引きをみてご準備ください

４．効果報告
令和１０年６月３０日（金）１７：００まで 発電量や自家消費量を示すエビデンスなども併せて提出
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   ア）太陽光発電設備 ※どちらかに☑を記入

kW ※小数点第２位まで記入

kW ※小数点第２位まで記入

   交付されない場合はチェックしてください。交付がある場合は以下に記載ください。

円

（補助金名 ）

（kW）　×５０,０００円 ＝ 円 1000円未満は切り捨て

（上限500万円）

②蓄電池

補助単価 （円/kWh）× 容量 kWh ＝ 円 1000円未満は切り捨て

（上限500万円）

工事費込み価格 ＝ 円

定格蓄電容量 ＝ KWh ←ここに蓄電池の定格容量を入力

1kWh当たりの価格（工事費込み価格÷定格蓄電容量） ＝ 円/kWh

蓄電池タイプ ＝ ←プルダウンメニューでセル容量を選択

蓄電池の価格 ＝ 円/kWh ←価格の上限と比較した蓄電池の価格

価格の上限

　（家庭用蓄電池4800Ah・セル未満）：１５５,０００円/kWh（工事費込み・税抜き）

  （業務用蓄電池4800Ah・セル以上）：１９０,０００円/kWh（工事費込み・税抜き）

補助単価 ＝ 円/kWh

※補助単価は蓄電池価格(円/ｋWｈ）と価格の上限のいずれか低い額×1/3

③各設備上限反映 太陽光発電設備 蓄電池設備 交付申請額

太陽光発電設備 ＋ 蓄電池設備 ＝ ＋ ＝ 円

（上限500万円） （上限500万円） （上限500万円）

円 ←3,083,000

2,450,000

（ 　新設 ・ 　増設 ）　

交付申請金額

※それぞれの設備の費用計算で1,000円未満は切り捨てとなります

190,000

2,400,000

10.00

63,333

交付申請額を入力

他の補助金で
交付される額

交付申請額

補助対象とした設備全てにチェックしてください。

パワーコンディショ
ナー合計出力合計値

49.00

50.00

   イ）蓄電池

※   アを合わせて実施することが必要です。

①太陽光発電設備　太陽電池の公称最大出力もしくはパワーコンディショナの定格　　

4800Ah・セル以上

240,000

63,333

49.00出力の低い方（ 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　対象設備に関して他(国や市町など)から交付される総額。

対象設備

公称最大出力合計値　　　

【蓄電池1kWh当たりの価格算定】

2,450,000

633,00010.00

3,083,000633,000

※

交付申請書記入例（補助金額決定部分）

パネルとパワコンの小さい
容量が出力値となる

kWh当たりの単価と上限
値との比較で決まる

補助単価×容量

太陽光発電補助金額

畜電池補助金額

補助単価は蓄電池単価×1/3

太陽光発電計

7,300,000 7,250,000

太陽光発電

予算額（円）

予算額（円）

蓄電池計 2,400,000 2,400,000

4,900,000 4,850,000

電力申請費用

うち補助対象経費
（円）

摘要

太陽光発電

蓄電池タイプ
業務用
家庭用

付帯工事費

細目

蓄電池本体
以外の設備費

蓄電池本体
設備費

（*蓄電池自体の
価格）

本工事費

1,200,000

収
支
予
算

収入
（税抜）

支出
（税抜）

区分

自己資金

借入金

本補助金

他の補助金

収入計

区分

支出計

設備費

本工事費

蓄電池

3,650,000

1,200,000

50,000

2,000,000

400,000

3,650,000

400,000

補助対象経費には他の補
助金額記入不要

補助対象経費には他の補
助金額記入不要

2,000,000

太陽光発電

太陽光発電

蓄電池

蓄電池

蓄電池

他の補助金 太陽光発電

他の補助金 蓄電池

摘要

4,167,000

3,083,000

収入が支出と一致していません！

補助対象外経費があるなら
補助対象経費欄には計上

しない



補助金活用事例 太陽光発電設備導入 出典：令和7年度補助金活用事例

・太陽光パネル 465W×367枚＝170.66kW
・パワーコンディショナー 50kW×3台=150kW
を事業所の建屋の屋根に設置する事業計画を立案し、5,000,000円の補助金を令和7年10月に申請

申請・計画

実績

自家消費率

発電計画量（kWh/年） 自家消費量（kWh/年） 自家消費率（％）

189,559.7

185,006 98%

県内の他需要家消費量
県内の他需要家の消費率

（％）

0 －

太陽光パネル（一部） パワコン 周辺設備

※発電量実績、自家消費率実績などの効果報告は約1年後に提出いただきます

5,000,000円の補助金を令和8年2月に交付（実績報告後）

太陽光パネル設置図



令和８年度
次世代自動車普及促進事業補助金

（事業者向け）

要領、様式などは下記URLにて参照ください
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運輸部門の温室効果ガス排出量を削減し、CO2ネットゼロ社会づくりを推進する観点から、県
内に事業所がある法人・個人事業主の次世代自動車の新車購入と充電設備の新規導入を
支援する補助金

EV
（電気自動車）

100％電気で走
行

電気または
ガソリンで走行

PHV
(プラグインハイブリッド自動車)

FCV
（燃料電池自動車）

水素と酸素の化学反応
で作った電気で走行

急速充電設備
普通充電設備

次世代自動車 充電設備

電気自動車など
の充電用の設備

概要
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PLAN

1

1

2

2

3

3

4 5
次世代自動車

申請フロー

次世代自動車の
購入・納車

滋賀県へ
自動車管理計画書を

提出
※補助金申請に必須

滋賀県から
受付完了メールを

受け取る

プラザへ申請※ 交付決定後
補助金の交付

充電設備の
購入・設置

プラザへ申請※ 交付決定後
補助金の交付

充電設備

※申請書類は申請様式にある
チェックシートをご確認ください。

※申請書類は申請様式にある
チェックシートをご確認ください。

購入+車両の初度登録
日

R6.4/1～R7.1/31

購入+工事完了
R7.4/1～
R8.1/31

2 / 10（水）
締切

2 / 10（水）
締切

対象車両・対象充電設備は、申請前に（一
社）次世代自動車振興センターのHPにてご確

認ください。
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区分 種別 補助上限額 補助率

次世代

自動車

電気自動車(EV)
1 0 万円

－（定額）プラグインハイブリッド自動車(PHV)

燃料電池自動車(FCV) 2 0 万円

充電

設備

普通充電設備 1 0 万円 補助対象経費

の 1 / 2急速充電設備 3 0 万円

補助額

50



※詳細は交付要領・申請の手引きをご覧ください
51

次世代自動車 充電設備

申請期限 2027年2月10日（水） 17:00

補助対象者 滋賀県内に事業者がある法人・個人事業主

補助対象経費
新車の車両本体価格のみ
※中古車・新古車、

次世代自動車からの乗り換えは対象外

新品・新規導入の設備本体代金のみ
※工事費、消費税等は対象外

要件 滋賀県内に使用の本拠の位置を置くもの※ 滋賀県内に設置されるもの※

補助対象
車両・設備

(一社)次世代自動車振興センターH.P.にてご確認ください
※超小型モビリティ、エコカー、側車付二輪自動車・原動機付自転車は対象外です

対象期間

車両の初度登録日 充電設備の設置工事

2026年4月1日～2027年1月31日
※期間内に代金の精算が完了していること



留意事項・ポイント

過年度 令和8年度 対象

１回目 ２回目 － 〇

１回目 ２回目 － ×

－ １回目 ２回目 〇

－ １回目 ２回目 ×

区分 申請者 必要書類（納税証明書や登記など）

使用者 使用者の分が必要

リース会社 リース会社と使用者の分が必要

＝次世代自動車：EV（電気自動車）、
PHV(プラグインハイブリッド自動車)、
FCV（燃料電池自動車）

＝充電設備：急速充電設備、
普通充電設備

次世代自動車のリースも対象となりました。

次世代自動車分を補助金申請する場合は、すべての事業者が自動車管理計画書を必ず滋賀県へ提出してください。

他の補助金との併用ができます。
（例：国のCEV補助金活用後、当補助金利用 など）

◎

◎

◎

1回の申請において、台数は無制限です。

同一申請者からの申請は1回のみです。
ただし、次世代自動車と充電設備の2つの区分において、 各1回交付可能です。

凡例 お問い合わせ

０７７－５１１－１４２４

jisedai2026@shigaplaza.or.jp

CO2ネットゼロ支援課

https://www.shigaplaza.or.jp/news/hojokin-co2-
20260409/

※メール申請してください。また、メール送信できない大容量ファイル
がある場合は、プラザにご連絡ください。

リースの場合
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・脱炭素経営支援事業
・中小企業版SBT認定取得支援補助金
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省エネ診断

運用改善提案 設備更新・導入提案

設備導入補助金改善伴走支援

・エネルギー使用状況の分析
・省エネの改善提案

＊ユーティリティ設備

脱炭素経営支援事業

窓口相談
脱炭素経営／
支援制度の紹介

活動連携

普及セミナー開催

省エネ再エネ推進事業

支援制度
の周知 ガイドブック配布

簡易診断
＊企業訪問

生産性向上

補助金 SBＴ認証申請
補助金

省エネ診断
と可視化

〈専門家とコーディネート〉



脱炭素経営支援事業体系

窓口相談

簡易現場診断 セミナー開催
＊4回／内容別

支援制度周知 SBT認定取得支援

ガイドブック
作成・配布

省エネ改善促進

エネルギー無駄の
見える化支援

現場改善点の支援
／支援機関の紹介

① ➁ ③ ④

支援コーディネーターが
様々な支援や支援機関へ
繋ぐ

詳細は別紙にて紹介 エアー漏れ・熱漏れ等の
見える化と改善指南

・支援精度説明会
・省エネ勉強会
・企業の取組事例

・中小企業版SBT認定
取得費用の補助

・上限10万円

＊申請費用
1250USD≒20万円
（売上500万ユーロ未満）
2000USD≒32万円



生産性向上支援体系

専門家派遣

生産性向上経営改善

中小企業基盤整備機構

国の支援

企業もの
づくり診断

専門家による
ハンズオン支援

生産性向上
支援センター

専門家による
伴走支援

現場管理者
向け講座

出前人材
育成講座

無料

よろず支援拠点 中小企業支援センター

滋賀県の支援



脱炭素経営支援コーディネーター

スキル
・中小企業庁滋賀県よろず支援拠点

生産性向上支援センター サポーター（公）

・しが産業生産性向上支援インストラクター（公）

・中小企業基盤整備機構 近畿本部
中小企業アドバイザー ＊経営支援（公）

・トヨタ生産方式現場改善トレーナー
57
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